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キッズルーム
ふれあい広場 小ホール

学習スペース

ギャラリー

ＷＣ ＷＣ

外構舗装の路盤材には
再生砕石の利用を計画
します

盛土材として復興支援道路の残土を利用
することで敷地の段差を解消します。
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地中熱利用の空調設備：
年間を通じ一定温度の地中熱を空調の熱源として利用することで自然エネルギー
を活用し省エネルギーに配慮した計画とします。また災害時も利用可能とします。
杭利用ではなくボアホール対応としています。

バス停から入口までの動線に電熱式融雪を一部採
用し、冬期の安全性を高める計画としました。

地質調査結果をふまえ、摩擦杭・支持杭・地盤改
良の比較検討を行った結果、支持杭又は地盤改良
と摩擦杭の組み合わせのどちらかの基礎（下図参
照）とします。（実施設計でさらなる検討を行い
ます。）

床暖房設備を設け、冬でも暖
かいキッズルームとします。

屋外マンホールトイレの設置によ
る緊急時対応。（再利用する場合は
清掃が必要）

汚水
貯留槽

大空間のうち、人が活動するのに必
要な部分のみを空調する「居住域空
調」を採用することで省エネルギー
を実現します。
BEMS と連動した継続コミッショニ
ングによるチューニング（調整）の
実施

小部屋については室毎に発
停や温度調整を行うことが
可能なシステム「ビルマル
チ空調」を採用します。

ビルマルチ空調 居住域空調

ハイサイドルーフ
アトリウム

BEMS によるエネルギー使用量の計画と管理
消費データを分析し、来館者に省エネ効果をわかり易く紹介。
エネルギーの見える化により省エネを啓蒙します。

LED照明を積極的に導入し、消費電力を削減
日射エネルギー

+146

冬は、２階ハイサイドライトによる日射エネル
ギーにより、太陽光を引き入れる計画とします。
（ハイサイドルーフアトリウム）

大空間の上昇気流により上部にたまった熱だ
まりを空調に利用することで省エネに寄与

非常用発電機を設け、250KVA
72 時間運転可能な計画とします。

受水槽に直接給水可能な蛇口を設け、停
電時にも水槽の水を３日程度利用可能と
します。

太陽光発電の導入。3.5KWの対応。
（位置検討中）

費用対効果、将来のメンテナンスを含め比較
検討を行い、シート防水対応を採用します。

すべての内外窓にブラインドを設置する計画とします。

災害時や検診時の利用を考慮し、創作室は西側
駐車場と出入りできる計画とします。また大会
議室と小ホールからは両室間の通路よりスムー
ズに出入りができる計画とします。

熱

現状地盤レベル

ダブルルーフの考えを踏襲し、夏や中間期は２階
ハイサイドライトによる自然の風の導入により涼
しい風の通り抜けを作り出します。

夏期

冬期

図書館

大ホール

大会議室

小ホール

創作兼
準備室

ホワイエ

ふれあい広場

たきざわ広場

産業雇用創造センター

小会議室

中会議室
キッズ
ルーム

クッキング
スタジオ

和室

一時避難場所

仮設WC, シャワー

ボランティア待機

対策拠点

情報伝達 /
交流スペース

災害情報管理本部

災害情報掲示

防災広場
（ヘリコプター） 支援物資一時保管

支援物資支給

屋内炊出

被災者避難所
  （身体不自由者対応） 医療対策本部

診療・救援スペース

被災者避難所

災害時空調対象室
災害時換気対象室  
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・杭形式については、ボーリングデータを基に比較検討を行った結果、摩擦杭は不向きと判断、「支持杭」「地盤改良＋
摩擦杭」「地盤改良のみ」の３形式の方向で進める事としました。実施設計において、詳細な解析を行うと共に、盛
土による地盤の圧密沈下を考慮した杭の検討を行い、最適な工法を選択します。

・電力負担の平準化とエネルギーロスの削減を図ります。自然換気、外気冷房による負荷の削減＋地中熱利用設備＋共用部への LED照明導入＋昼光利用による電力負担の平準化を行います。高効率機器の採用や全熱交換機によるエネルギーロス低減を行います。
・建築仕様、設備仕様の見直し等により、エネルギー削減 30%、ライフサイクルコスト 15%削減の計画とします。

災害時の機能転換

環境に与える影響を極力減らした、「自然や地球と暮らす施設」　　

基礎の検討 地盤調査結果構造・造成・外構防災計画
■構造計画：
・木材を構造材として利用する場合、法的 ( 建築基準法 ) に、防火区画を施設内の多くの場所に設置する必要があり、
空間の大きな制約や工事費増が見込まれることから、木材の構造材利用の採用を取り止め、鉄骨造に変更します。

・当初は合理的な造成計画として、敷地内に段差を設ける計画としていましたが、盛土材として、国土交通省で施行し
ている復興支援道路 ( 新川目トンネル）の残土を利用することが可能となり、また敷地内の段差解消要請も受け、当
初の段差提案は取り止め、敷地全体のレベル差をなくす計画に見直しました。

■造成計画：

■外構防災計画：
・防災広場は、複合的防災拠点機能の中心。防災訓練の中心となる場で、ヘリコプターの離発着の活動が容易にできる
よう計画します。

・調整池は自然の地盤レベルを利用し、コスト削減を目指すとともに広い面積を確保することで、貯留水深を抑え、軽
スポーツ等が楽しめるたきざわフィールドとして整備します。またヘリコプターの離発着の活動が可能なよう計画
します。

・雨水利用設備の導入については、建設費用、将来の維持費用と水道利用運用費用を比較検討した結果、費用対効果が
認められないことから、採用を見送ります。

・防災井戸設備の設置については、井戸の深さがかなり深いことが想定され、費用対効果が見込めないことから、採用
を見送ります。非常時は、受水槽に直接給水可能な蛇口を設置し、　停電時にも受水槽貯留分は直接水栓から上水利
用を可能とします。

・同時に、段差を利用したアイスシェルターの提案については採用を見送ります。
・外構舗装の路盤材には、基準強度を満足した再生砕石を利用し、高い安全性を確保するとともに地球環境にも配慮し
ます。




